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1. 16年 9月中間期の業績 （平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
16年 9月中間期       12,196    52.6       1,271   438.3       1,308   405.3
15年 9月中間期        7,991    △9.1         236   △59.5         258   △57.8

16年 3月期       19,661－        1,128－        1,145－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益

％ 円 銭百万円
16年 9月中間期          844   378.1          54.75
15年 9月中間期          176   △50.1          11.45

16年 3月期          717－          46.22

(注 )1.期中平均株式数 16年 9月中間期     15,420,000株 15年 9月中間期     15,420,000株
16年 3月期     15,420,000株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )16年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
16年 9月中間期           0.00－ 特別配当 － 円－銭
15年 9月中間期           0.00－

16年 3月期 －          20.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
16年 9月中間期       31,365       24,461     78.0      1,586.35
15年 9月中間期       28,576       23,302     81.5      1,511.19

16年 3月期       31,660       23,932     75.6      1,551.74

(注 )1.期末発行済株式数 16年 9月中間期     15,420,000株 15年 9月中間期     15,420,000株
16年 3月期     15,420,000株

2.期末自己株式数 16年 9月中間期        301,000株 15年 9月中間期        301,000株
16年 3月期        301,000株

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       24,000       1,930       1,200         17.00         17.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          76円86銭

※ 上 記 予 想 は 潜 在 的 な リ ス ク や 不 確 実 性 が 含 ま れ て お り ま す 。 実 際 の 業 績 は 様 々 な 要 因 に よ り 、 こ れ
ら の 業 績 予 想 と は 異 な る こ と が あ り ま す こ と を ご 承 知 お き く だ さ い 。 ま た 、 上 記 金 額 は 百 万 円 未 満 を
切 り 捨 て 表 示 し て お り ま す 。



６．個別中間財務諸表等 

(1) 中間貸借対照表 

    
前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成16年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金   7,923,569     5,469,640     6,404,601     

２ 受取手形   208,421     564,635     552,327     

３ 売掛金   5,519,448     9,174,471     8,930,739     

４ 有価証券   50,305     387,864     133,507     

５ 棚卸資産   1,995,355     2,603,285     2,403,966     

６ その他   487,293     453,201     448,416     

７ 貸倒引当金   △541     △1,051     △895     

流動資産合計     16,183,851 56.6   18,652,047 59.5   18,872,664 59.6 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産                     

(1）建物 ※1.2 1,600,711     1,584,571     1,612,859     

(2）機械及び装置 ※1.2 1,035,027     954,766     991,457     

(3）土地 ※２ 4,490,408     4,517,537     4,517,537     

(4）その他 ※1.2 498,944     683,827     452,444     

有形固定資産合計   7,625,091     7,740,703     7,574,298     

２ 無形固定資産 ※２ 78,951     69,387     71,748     

３ 投資その他の資産                     

(1）投資有価証券   3,773,226     4,097,305     4,296,698     

(2）その他   918,572     807,767     847,028     

(3）貸倒引当金   △2,968     △1,471     △1,466     

投資その他の資産
合計 

  4,688,830     4,903,601     5,142,260     

固定資産合計     12,392,873 43.4   12,713,693 40.5   12,788,308 40.4 

資産合計     28,576,725 100.0   31,365,740 100.0   31,660,972 100.0 
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前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成16年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形   1,767,045     2,520,182     3,037,804     

２ 買掛金   1,136,257     1,679,976     2,030,537     

３ 一年内返済予定
長期借入金 

※２ 133,900     126,000     126,000     

４ 未払法人税等   124,354     523,292     349,145     

５ 未払消費税等 ※３ 6,841     13,112     66,160     

６ 賞与引当金   308,832     339,107     323,928     

７ その他 ※２ 534,623     653,378     622,325     

流動負債合計     4,011,853 14.1   5,855,050 18.7   6,555,901 20.7 

Ⅱ 固定負債                     

１ 長期借入金 ※２ 438,000     312,000     375,000     

２ 退職給付引当金   741,509     645,352     710,040     

３ 役員退職慰労引
当金 

  82,850     91,850     87,550     

固定負債合計     1,262,359 4.4   1,049,202 3.3   1,172,590 3.7 

負債合計     5,274,212 18.5   6,904,253 22.0   7,728,491 24.4 

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     2,015,900 7.1   2,015,900 6.4   2,015,900 6.4 

Ⅱ 資本剰余金                     

１ 資本準備金   2,157,140     2,157,140     2,157,140     

資本剰余金合計     2,157,140 7.5   2,157,140 6.9   2,157,140 6.8 

Ⅲ 利益剰余金                     

１ 利益準備金   503,975     503,975     503,975     

２ 任意積立金   18,206,600     18,506,600     18,206,600     

３ 中間（当期）未
処分利益 

  674,354     1,446,331     1,215,238     

利益剰余金合計     19,384,929 67.8   20,456,906 65.2   19,925,813 62.9 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    △2,607 △0.0   84,390 0.3   86,476 0.3 

Ⅴ 自己株式     △252,850 △0.9   △252,850 △0.8   △252,850 △0.8 

資本合計     23,302,512 81.5   24,461,487 78.0   23,932,480 75.6 

負債資本合計     28,576,725 100.0   31,365,740 100.0   31,660,972 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

    
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     7,991,333 100.0   12,196,315 100.0   19,661,185 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,559,424 82.1   9,368,883 76.8   16,023,875 81.5 

売上総利益     1,431,908 17.9   2,827,431 23.2   3,637,309 18.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,195,691 14.9   1,555,888 12.8   2,508,858 12.8 

営業利益     236,217 3.0   1,271,543 10.4   1,128,450 5.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１   40,081 0.5   50,689 0.4   73,927 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２   17,300 0.3   13,570 0.1   56,628 0.3 

経常利益     258,997 3.2   1,308,662 10.7   1,145,750 5.8 

Ⅵ 特別利益 ※３   54,216 0.7   42,365 0.4   106,678 0.5 

Ⅶ 特別損失 ※４   8,550 0.1   995 0.0   82,854 0.4 

税引前中間（当
期）純利益 

    304,663 3.8   1,350,032 11.1   1,169,574 5.9 

法人税、住民税及
び事業税 

  140,278     512,856     492,359     

法人税等調整額   △12,170 128,108 1.6 △7,016 505,840 4.2 △40,224 452,134 2.3 

中間（当期）純利
益 

    176,555 2.2   844,192 6.9   717,439 3.6 

前期繰越利益     497,799     602,138     497,799   

中間（当期）未処
分利益 

    674,354     1,446,331     1,215,238   

                      

- 37 -



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

にもとづく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等にも

とづく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）棚卸資産 

製品、仕掛品および原材料 

総平均法による原価法 

(2）棚卸資産 

製品、仕掛品および原材料 

同左 

(2）棚卸資産 

製品、原材料および仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物  15年・31年～50年 

機械装置   ７年～13年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2)無形固定資産 

定額法 

なお、主な償却期間は以下の

とおりであります。 

ソフトウェア（自社利用） 

社内における見込利用可

能期間（５年） 

(2)無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し回収不能見

込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額を計上してお

ります。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額にもとづき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（423,655千円）については、５

年による按分額を収益計上して

おります。 

  数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額にもとづき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（423,655千円）については、５

年による均等額を収益計上して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

  数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額にもとづき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異

（423,655千円）については、５

年による均等額を収益計上して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定

額法により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

  (4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充

てるため、内規にもとづく中間

期末要支給額を計上しておりま

す。 

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充

てるため、内規にもとづく期末

要支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

――――――   「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号)が平

成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当中間会計期

間から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」(平

成16年２月13日企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理

費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理

費が16,338千円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利

益が、16,338千円減少しておりま

す。 

 ―――――― 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額     10,421,037千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額     10,444,812千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額     10,305,568千円 

※２．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産および

これに対応する債務は次のとお

りであります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産および

これに対応する債務は次のとお

りであります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産および

これに対応する債務は次のとお

りであります。 

(イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産 

建物 182,191千円

機械及び装置 76,872 

土地 222,201 

有形固定資

産・その他 
4,344 

無形固定資産 6,110 

計 491,720 

建物 169,275千円

機械及び装置 72,695 

土地 242,410 

有形固定資

産・その他 

3,965 

無形固定資産 6,110 

計 494,457 

建物 175,530千円

機械及び装置 74,444 

土地 242,410 

有形固定資

産・その他 

4,210 

無形固定資産 6,110 

計 502,706 

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 

一年内返済予

定長期借入金 
83,900千円

長期借入金 313,000 

計 396,900 

一年内返済予

定長期借入金 
76,000千円

長期借入金 237,000 

計 313,000 

一年内返済予

定長期借入金 
76,000千円

長期借入金 275,000 

計 351,000 

 すべて工場財団にかかわる

ものであります。 

 すべて工場財団にかかわる

ものであります。 

 すべて工場財団にかかわる

ものであります。 

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等および仮受消費

税等は相殺のうえ未払消費税等

として表示しております。 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

※３．  ―――――― 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主なものは

次のとおりであります。 

※１．営業外収益のうち主なものは

次のとおりであります。 

※１．営業外収益のうち主なものは

次のとおりであります。 

受取利息 4,862千円

受取配当金 8,559 

有価証券利息 14,036 

受取利息 4,451千円

受取配当金 10,505 

有価証券利息 14,880 

受取利息 9,654千円

受取配当金 13,282 

有価証券利息 28,538 

※２．営業外費用のうち主なものは

次のとおりであります。 

※２．営業外費用のうち主なものは

次のとおりであります。 

※２．営業外費用のうち主なものは

次のとおりであります。 

支払利息 3,017千円 支払利息 3,120千円 支払利息 6,516千円

※３．特別利益のうち主なものは次

のとおりであります。 

※３．特別利益のうち主なものは次

のとおりであります。 

※３．特別利益のうち主なものは次

のとおりであります。 

退職給付会計

基準変更時差

異処理額 

42,365千円

退職給付会計

基準変更時差

異処理額 

42,365千円

退職給付会計

基準変更時差

異処理額 

84,731千円

※４．   ―――――― ※４．   ―――――― ※４．特別損失のうち主なものは次

のとおりであります。 

    固定資産除却損 

原材料処分損 

40,547千円

36,929 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 214,001千円

無形固定資産 11,571 

有形固定資産 194,045千円

無形固定資産 7,751 

有形固定資産 445,773千円

無形固定資産 22,144 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

機械及び
装置 

91,136 43,713 47,422 

有形固定
資産その
他 

38,538 25,683 12,855 

合計 129,675 69,397 60,278 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

機械及び
装置 

138,512 44,916 93,596 

有形固定
資産その
他 

23,270 14,715 8,555 

無形固定
資産（ソ
フトウェ
ア） 

3,872 451 3,420 

合計 165,655 60,083 105,572 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及び
装置 

108,112 39,231 68,881 

有形固定
資産その
他 

24,847 12,245 12,602 

合計 132,960 51,476 81,483 

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 19,565千円

１年超 42,353 

合計 61,918 

１年内 23,093千円

１年超 83,906 

合計 106,999 

１年内 20,396千円

１年超 62,549 

合計 82,946 

(3)支払リース料、減価償却費相当額

および支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額

および支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額

および支払利息相当額 

支払リース料 13,154千円

減価償却費相当

額 
12,080 

支払利息相当額 828 

支払リース料 12,502千円

減価償却費相当

額 
11,506 

支払利息相当額 1,026 

支払リース料 25,762千円

減価償却費相当

額 
23,728 

支払利息相当額 1,649 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価の

あるものはありません。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 ──────  平成16年９月28日開催の取締役会の

決議に基づき、次のように当社株式の

売出及び自己株式の処分を実施してお

ります。 

 当社株式の売出し及び自己株式の処

分に関する概要につきましては、「中

間連結財務諸表等 注記事項（重要な

後発事象）」に記載しております。 

────── 
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